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公立大学法人国際教養大学の各事業年度における業務の実績に関する評価基準 

 

平成１７年７月１３日 

改正：平成１８年７月２０日 

改正：平成１９年６月 ４日 

改正：平成２３年６月 ２日 

改正：平成２５年８月２０日 

改正：平成３０年４月 １日 

秋田県地方独立行政法人評価委員会 

 

 地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第１１条の規定及び秋田県公立大学

法人の業務実績に係る評価基本方針（平成１７年７月１３日秋田県地方独立行政法人評価

委員会決定（以下「評価基本方針」という。））に基づき、公立大学法人国際教養大学（以

下「法人」という。）における各事業年度における業務の実績に関して行う評価については、

以下の基準による。 

 

１ 評価の趣旨 

 各事業年度において、中期計画に掲げた各項目の実施状況の調査・分析結果を踏まえ、 

事業の実施状況、財務状況、法人のマネジメントの観点から、業務全体について総合的な

評価を行うことにより、法人が行う業務運営の改善・充実に資する。 

 

２ 評価の実施 

 法人の評価は「項目別評価」と「全体評価」により行う。 

⑴項目別評価 

  項目別評価は、様式１「公立大学法人国際教養大学の業務の実績に関する項目別調書」

に基づき、中期計画に掲げた各項目の実施状況と業務の内容及び法人による自己評価結

果等を総合的に勘案して実施する。 

  なお、法人の取り組みを社会に積極的にアピールすることや、法人全体の改善・充実

を図る観点から、特筆すべき事項として、以下の事項を考慮し記述する。 

・個性豊かな大学づくり、大学経営の活性化などを目指した法人の特色ある取り組み

を積極的に評価する。 

  ・法人運営や教育研究活動を円滑に進めるための様々な工夫を積極的に評価する。 

  ・必要に応じ、改善すべき事項や目標設定の妥当性等の留意事項を記述する。 

  ・中期目標の達成に向けて支障が生じている、あるいは生じるおそれがある場合には

その理由等について明らかにする。 

⑵全体評価 
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全体評価は、様式２「公立大学法人国際教養大学の業務の実績に関する全体評価調書」

に基づき実施することとし、項目別評価結果を踏まえ、事業の実施状況、財務状況、法

人のマネジメントの観点から、法人の活動全体について定性的に評価する。 

 

３ 項目別評価の基準 

原則として、以下の５段階で評価する。 

Ｓ：特に優れた実績を上げている。 

   （評価委員会が特に認める場合） 

 Ａ：年度計画どおり実施している。 

   （達成度が１００％以上と認められるもの） 

 Ｂ：概ね年度計画を実施している。 

   （達成度が８０％以上１００％未満と認められるもの） 

Ｃ：年度計画を十分には達成できていない。 

   （達成度が８０％未満と認められるもの） 

 Ｄ：業務の大幅な改善が必要である。 

   （評価委員会が特に認める場合） 

 ・定量的な評価指標が設定されている場合は、上記基準により評価することを基本とす

る。 

・定性的な評価指標が設定されている場合は、上記基準に基づき、委員の協議により評

価する。 

・評価の最小単位以外の評価項目については、上記基準に基づき、委員の協議により評

価する。 

 

４ その他 

 本基準は、必要に応じ、評価委員会で協議し、見直すことができるものとする。 

 

様式１及び様式２ 略 


